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辺野古土砂搬出反対!首都圏グループ
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奄美大島から辺野古埋立のための石材・土砂調達は許さない 署名運動に参加を 同署名用紙

（署名呼掛け） 奄美大島から沖縄へ どの故郷にも戦争に使う土砂は一粒もない

沖縄の闘いに呼応して「本土」でも声を上げよう! 11/30（土） 国会正門前アクション

1961年GATT合意から増え続けた輸入食料… ／ 気を付けたい輸入食料の安全性

戦争法Stop! あさお市民共同行動実行委員会 No.105 （2024.12.8）チラシ

辺野古新基地建設反対！
特定外来生物混入の奄美大島の土砂の埋立て反対!

奄美大島から辺野古埋立のための石材・土砂調達は許さない

土砂の調達反対；署名運動に参加を
防衛省は、沖縄島南部地域からの辺野古埋立て土砂調達を計画していました。

戦没者の遺骨の多く眠る南部土砂による埋立てには、沖縄県民を中心に宗教者の皆さん全国の

自治体からも多くの反対の声が寄せられました。

こうした現状を受けて、土砂全協として緊急署名に取り組むことにしました。

奄美大島の現状と土砂搬出の問題点はのチラシを参照ください。

（写真左；奄美大島国道沿いの土砂仮置き場。同島では至る所に仮置き場があった。右：辺野古新基地大浦湾の軟弱地盤

の埋立ての砂杭打ち作業）

署名の第１次集約を来年１月末としています。署名簿に記載の郵送先に返送いただければあり

がたいです。

署名用紙は次頁掲載。下記土砂全協ホームページからもダウンロードできます。

http://stophenoko.html.xdomain.jp/
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沖縄の闘いに呼応して「本土」でも声を上げよう!

11/30（土） 国会正門前アクション 14:00～15:30

奄美大島から辺野古埋立のための石材・土砂調達は許さない

■ 辺野古新基地建設の強行を許さない!
■ 大浦湾の軟弱地盤改良工事の強行を許さない !
■ 戦没者遺骨の混じった土砂を埋め立てに使うな!

■ 奄美大島から土砂搬出を許さない!
■ 南西諸島の戦場化を許さない!

■ 米兵の性暴力の隠ぺいを許さない!
■ 日米地位協定の改定を!

発言者

■うりずんの会(沖縄選出議員)国会議員

■基地・軍隊はいらない4.29 集会実行委員会【性暴力】

■安保破棄中央実行委員会【日米地位協定】

■山城博治さん(沖縄平和運動センター顧問)【辺野古と「南西諸島」戦場化】

■戦争をさせない 1000 人委員会【全国の戦場化】

■カヌーチーム辺野古ブルー【環境破壊】

■土砂全協首都圏グループ【奄美大島の土砂の搬出／戦没者遺骨と土砂】

主催「止めよう!辺野古埋立て」国会包囲実行委員会

協賛 戦争させない・ 9 条壊すな! 総がかり行動実行委員会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

GATT,WTO,TPP … 増え続ける輸入食料
（あさお食と農を考える会発行;メルマガ「食と農」より要旨）

◆ 工業製品輸出で貿易自由化へ （NO.4/24.10）

高度経済成長で日本は自動車産業などの輸出を飛躍的に伸ばし、国際競争力を高

めた。対米貿易は黒字になり、貿易摩擦が世界を巻き込み、深刻な政治問題となる。

1955年、日本はGATT（関税と貿易の一般協定）加入で貿易自由化を進め、61年

から、大豆、鶏肉、バナナ、粗糖、レモンなど、また木材もと、次々と輸入を自

由化する。1970年にグレープフルーツやネーブルなど。その後も、豚肉、ハム、

りんご、精製糖、配合飼料などを自由化し、74年には輸入制限を22品目＝約３分

の１に減らすことになる。

86 年から GATT のウルグアイラウンド(多国間交渉)では各国から日本の輸入制

限に批判が集中。日本国内でも自動車や電機産業などの業界や、その御用評論家ら

が「国際分業論」を唱え、農産物の輸入自由化を求めた。 日本政府は88年、内外

の圧力に屈し、プロセスチーズ、果汁、トマト加工品等７品目やアイスクリーム

等の乳製品の一部、雑豆の一部も輸入制限撤廃。91年からは牛肉・オレンジの輸

入制限の撤廃を認めさせられる。

その後も関税など「国境措置」の排除で、農産物のミニマム・アクセス（最低輸

入量）の規制撤廃に同意する。また、関税の削減・撤廃について、米の関税化は

2000年までの猶予が認められ、その後は4％から6年間で8％までに拡大させられ
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た。 こうして紆余曲折の末、1993 年、ウルグアイラウンドは協定合意し、GATT

は解散。変わってWTO（世界貿易機関）が交渉・仲裁の場となった。

2016年、日本はアメリカなど12か国とのTPP（環太平洋連携協定）に署名。TPP

は 18年末に発効し、日本の輸入は1万品目近くに増える。うち関税撤廃の輸入品

は95％を容認した。それより先、日本の国会では、農業分野の米、麦、牛・豚肉、

乳製品、甘味資源（サトウキビ・ビート=甜菜）の重要5項目を「聖域」とし、関

税を維持し交渉除外させる決議していた。しかし日本政府は TPP で、重要5項目

の30％、農水産物全体で81％の関税撤廃を認めさせられ、さらに高級豚肉の関税

を即撤廃、並み肉は10年で10％までの引き下げも容認。バター・脱脂粉乳などは

生乳換算７万トン分の関税を撤廃。TPPは全面撤廃にかなり近い惨めな内容で2018

年に発効となる。日本人の主食、最後の砦の米も「例外」「聖域」ではなくなり、

外国産米が大量に輸入されることになった。

※ 米の輸入が増え、米価が下がるはずだった。しかし、今、米不足が到来し、

スーパーの米価が1.5倍に高騰している！？… 何故か、農家が減っているから。

何故減ったか。何をどうすればよいか…。

◆ 気を付けたい輸入食料の安全性 （NO.5 /24.11 ）

今、日本に入っている輸入農産物のほとんどは「安全・安心」からほど遠いもの

が多い。たとえば、トウモロコシ；害虫を殺す遺伝子組換え/ 大豆；搾油用は除草

剤耐性の遺伝子組換え、さらに乾燥や収穫を早めるため刈取り前に猛毒の除草剤グ

ラモキソン散布/ 穀物・果物・イモなど多数；収穫後（ポストハーベスト）の長期

間輸送中の害虫防除で農薬の殺虫・菌剤を食品添加物として散布/ レモンやグレー

プフルーツなどの柑橘類も；殺虫・殺菌（防カビ剤=添加物）をポストハーベスト

噴霧/ 牛などの肉類；成長ホルモン剤使用.牛肉は西欧や中国では輸入禁止/ 葉菜

類；有害な農薬を大量に散布したホウレンソウ（毒菜）等/ 加工品では遺伝子組み

換え大豆の食用油、等々……。 これらの薬剤＝食品添加物のほとんどは「発がん

性」などの有害性の疑いが強い。

それなのに、WTO（世界貿易機関。1993年設立）の自由貿易の「常識」では、円

滑な貿易が優先され、輸出する側が有利となる。

日本では「安全が科学的に証明された食品」が「安全」とされるが、TPPの自由

貿易では、「有害であることの証明」がないなら「安全」とされてしまう。「発が

ん性」の疑いがあっても、すぐには発症しない。発症しても因果関係の証明は簡単

ではない。そこで放置すると「害はない」とされる。 儲け本位の輸入大企業に味

方する今の日本政府は、アメリカの言いなりで、この点を突破できない……。

「辺野古埋立土砂搬出反対! 首都圏グループ」（土砂首都圏G）概要

活動 ① 辺野古新基地とそれに関連する施策・行為、特に西日本各地からの埋立土砂の搬

出に反対し、同じ趣旨の団体、特に「埋めるな連」「国会包囲実」「辺野古実」と共に首都圏

の運動に参画し、積極的に担って行きます。 ②「辺野古土砂全協」の東京での行動、防衛省・

環境省への申し入れや、会請願行動を中心的に担う。③ 同時に、国会ロビー活動も精力的に

行ないます。

組織 市民の緩やかな、独立した「運動体」です。組織の拘束はありません。会員制・会費

制は取らず、連絡網だけです。運営は「委員」（当面は 10名前後）と、委員から選出された

「世話人」（3 名）担当。経費は委員から運営費・年間 2000円とカンパです。

編集部より 投稿歓迎。次へお送りください。

編集人： 若槻 take.wakatsuki@gmail.com
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戦争法 Stop! あさお市民共同行動実行委員会 No.105 （2024.12.8）


